
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．被災者の生活再建を支える司法書士との連携：日本司法書士会連合会との意見交換  

  

２０２６年３月１２日、日本司法書士会連合会の高橋文郎理事、林一平理事、中山貴

博市民救援委員長、および公益社団法人成年後見センター・リーガルサポートの池谷

道男静岡支部長の４名が本センターを来訪され、災害時における被災者支援のさら

なる連携強化に向け、活発な意見交換が行われました。 

司法書士とは：法的な権利を擁護する専門家 

司法書士法第１条では、司法書士を「登記、供託、訴訟その他の法律事務の専門家とし

て、国民の権利を擁護し、公正な社会の形成に寄与することを使命とする」専門職と

定めています。日本司法書士会連合会は、全国の各都府県に１つ（北海道は４つ）設置

されている計５０の司法書士会を会員とする組織です。 

同連合会は、阪神・淡路大震災以降、数々の豪雨災害や震災の被災地において、被災

者に寄り添った相談活動を長年継続してきました。 

  

災害時における同連合会の具体的な支援活動 

災害発生時には、以下のような多岐にわたる活動を展開しています。 

相談支援: 電話相談、巡回相談、相談会の開催などの無料相談活動。 

紛争解決・実務支援: 震災調停の実施や、被災地への「災害復興支援事務所」の設置。 

情報提供・提言: 『天災等罹災後のトラブル解決ガイド』等の作成・配布、および制度改

善に向けた提言。 
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寄せられる相談の具体例 

被災現場では、生活再建に直結する次のような切実な相談に対応しています。罹災証

明書・支援金: 申請方法、住民票が別自治体にある場合の対応、被害認定への不服。 

住まいと権利:公費解体の手続き、相続登記が未了の建物や古い抵当権が残る 

物件の取り扱い。 

紛失・ローン: 権利証が流失した際の対応、住宅を失った後の住宅ローンの支払い 

について。 

 

避難所等で活動する DWAT（災害派遣福祉チーム）や、災害ボランティアセンター、

地域支え合いセンターが把握する被災者の困りごとの中には、住まいの再建や整理

といった法的解決を要するものが数多く含まれています。生活再建の専門家である

司法書士会と、各都道府県の災害福祉支援ネットワークが平時から顔の見える関係

を築いておくことは、災害発生時の迅速な支援体制の構築に大きく寄与します。 

また、国の令和８年度当初予算案には、災害福祉支援ネットワーク構築推進等事業に

「住まいや司法等の民間の生活再建関係者や NPO 等ボランティア団体のコーディネ

ートを行う災害中間支援組織との連携の強化、訓練の実施」が盛り込まれています。 

 同連合会の活動に係る資料は、以下のリンクからご覧いただけます。  

 

同連合会からは、災害時だけでなく、平時からの「空き家問題」や「高齢者の相続」

といった分野での連携にも期待が寄せられています。 

当センターにおいては、今後も意見交換を行い、被災者に寄り添った支援体制の充

実に向けて、今後も意見交換を実施してまいります。 

  

【資料はこちら】  

 別添 1-1 司法書士会との災害協定締結ガイド 

 別添 1-2 R8.3.12 無料同行訪問チラシ２種 

 別添 1-3 R8.3.12 リーガルサポート相談フロー 

 

2．奈良 DWAT 取組報告 

 奈良県災害福祉支援ネットワークより会報「奈良 DWAT」第４号が発行されました。

奈良 DWAT として実施された研修や、演習補助者として奈良 DWAT チーム員にご

協力いただいた DWAT 初動チーム研修について紹介されています。災害福祉支援

センターのホームページよりダウンロードしてご覧ください。 

 

【災害福祉支援センター 災害福祉支援通信掲載ページ】 

 

https://www.saigaivc.com/jndwscc/mailnews/vol-23-別添1/
https://www.saigaivc.com/jndwscc/mailnews/r7/


また、都道府県災害福祉支援ネットワークにおける取り組みについて、本通信で全

国の災害福祉支援ネットワーク関係者にお伝えしたく思っておりますので、令和８年

度も引き続き、都道府県災害福祉支援ネットワークの皆さまからのご寄稿をぜひお願

いいたします。 

 

３．「災害福祉支援ネットワーク中央センター 令和７年度ブロック会議」まとめ資料について  

 令和７年１１月～１２月に開催した令和７年度ブロック会議について、グループ討議

のまとめ資料を災害福祉支援センターホームページの関係者専用ページに掲載しま

した。 

https://www.saigaivc.com/jndwscc/  

 本ページは、都道府県行政、都道府県社協の災害福祉支援ネットワーク事務局や災

害ボランティアセンターの担当者のみアクセス可としておりますが、都道府県事務局

から都道府県内関係者へ共有する場合は、本ページからデータをダウンロードいただ

き、共有いただいて構いません。 

 

 

 

お問い合わせ 

全国社会福祉協議会 災害福祉支援センター【蓮子（はし）、駒井、井上】 

z-saigai_shien@shakyo.or.jp  

https://www.saigaivc.com/jndwscc/
mailto:z-saigai_shien@shakyo.or.jp

